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インドネシア－新車販売１２０万台到達目前 
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２０１２年に新車市場が初の１００万台超えとなったインドネシア。１３年は目玉車種である各社のエコカー（ローコ

スト・アンド・グリーンカー、ＬＣＧＣ）の販売好調もあり、１２０万台前後が見込まれる。昨年同様、タイ（１３年見込みは

１３０万台レベル）と並び、アセアンの中核市場としての重要性を益々増している。中間層向けのＬＣＧＣが、フタを 

空けてみれば富裕層の増車目的として購入されるケースが大半であるなど、中間層の裾野の広がりにはもう少し 

時間を要するが、市場の有望性を見込んだ完成車メーカー各社の投資も活発だ。足元の生産能力は１６年には  

約２００万台と１１年実績比で倍増となる見込みである。 

 部品サプライヤーの積極的な投資も続く。トヨタグループでは１０年以降、既に２８社のサプライヤーが新規進出し

ている。従来と異なるのは、２次、３次部品サプライヤーの進出も近年急速に進んでいる点である。 

 一方で、２５０万台レベルの生産能力をもったタイと比較すると進出サプライヤーの数が５分の１程度と見劣りする

のが実態である。特に内燃系部品、金属・樹脂などの素材分野で高度な技術をもったメーカーは完成車メーカー側

のニーズが高く、事業ポテンシャルは大きいと考えられる。 

 一方で、この５年間で約３倍増となった最低賃金が象徴するように、労務問題は同国での最大の課題の一つ。  

自動車部品の中堅メーカーの場合、毎年の賃上げが年５―１０％程度のコストアップに直結するといわれ、経営上 

深刻な問題となっている。繊維など労働集約産業では、地方やバングラデシュなどの他国へのシフトの検討を進め

ている企業も一部でみられる。 

 他国と比較してもインドネシアは最低賃金水準ではマレーシア、タイなどとほぼ同等の水準となりつつある。各社と

も、正社員比率の見直しや一部工程の自動化促進などの施策を採る一方、近年はアフターパーツ市場での拡販を

狙った地場流通大手などとの提携を模索する事例も目立つ。従来の安価な労働力の活用という側面から、高付加価

値化、多角化がキーワードとなりつつある点にも留意が必要である。 
  

（『日刊工業新聞』ASEAN マーケット③ 2013 年 12 月 19 日付より転載） 
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